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TPP11および NAFTA再交渉の動向 

TPP は、発効前に米国が離脱を表明し、発効条件がクリアできなくなり、残りの 11 ヵ国

で発効させるべく、発効条件等の見直しが行われております。いわゆる TPP11 ですが、11

月の APEC 首脳会議の際に、関係国が集まって大筋合意できるよう、首席交渉官会合で検

討されております。この第 4 回会合が、10 月 30 日から 11 月 1 日までの間、千葉県浦安市

で開催されました。発効条件の変更のほか、各国が米国との交渉でやむを得ず受け入れた

項目についても、米国の参加まで留保したいとの意向が示されており、前回 9 月の会合で、

各国から 80 項目の凍結が提示されました。それぞれの国と米国との間のみで合意されてい

る関税、サービス、政府調達等は、当然米国の参加まで凍結されますが、多国間のルール

の分野でも、知的財産の保護期間、植物製剤のデータ保護期間、政府関連企業の規制等に

関して凍結したい意向が示されているようです。なお、これらの中には、農林業に直接関

係するものは含まれていません。 

今回の会合では、各国から 50 項目程度の凍結要求があり、その絞り込みの作業が行われ

ました。そのうち 15～20 項目前後まで減らすことが出来たとされ、その中には著作権保護

期間や電気事業者の紛争処理ルールが含まれているようです。しかし、ベトナムが見直し

を要求している繊維製品の原産地規則の扱い等合意に至らなかった項目もあり、これらに

関しては、11月のAPEC 首脳会議の際に関係閣僚会議で検討されることとなったようです。 

国際的なルールの基準となるような協定としたい日本、シンガポール、ニュージーラン

ド、オーストラリアに対して、ベトナム、マレーシア等が消極的で、また、カナダ、メキ

シコは NAFTA の交渉が気になっているようです。なお、ニュージーランドの新政権が当

初 TPP に消極的と伝えられていましたが、TPP 参加へ方針転換したようです。いずれにせ

よ 11 月 8 日の関係閣僚会議が山場となります。 

 

以上のように、TPP11 の方は、米国の参加を促す方向で進められておりますが、米国側

は、10 月 17 日の第 2 回日米経済対話で、むしろ日米二国間の FTA 交渉に強い関心を示し

たとされております。さらに、米国は、米韓 FTA の改定交渉を韓国に飲ませ、NAFTA の

改定交渉でも、強硬な態度を示すなど、トランプ政権の通商政策は、国内からも批判が出

るほど国内優先の考え方が露骨なようです。具体的に交渉に入っている NAFTA では、自

動車および部品の原産地規則について、米国産品の使用 50％以上、域内産品 85％（現在

62.5％）以上を主張しており、貿易収支問題も、5 年後に見直して、米国の収支改善が見ら

れない場合は協定を打ち切る条項を入れることを求めているようです。これに関するメキ

シコとカナダの抵抗は激しく、年内に交渉を終えるとしていたものが、少なくとも来年 3

月までは伸びることとなったようです。 

 

 文責：藤岡 典夫  
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